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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 連結売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第37期中及び第37期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、中間(当期)純損失が計上されているため

記載しておりません。 

  また、第38期中、第38期及び第39期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権を付与しておりま

すが、調整計算の結果１株当たり中間純利益が減少しないため、記載しておりません。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,707,074 1,842,714 1,895,093 3,514,246 3,764,253

経常利益 (千円) 71,356 83,827 106,698 139,468 236,126

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △107,049 98,003 79,008 △75,792 256,246

純資産額 (千円) 678,779 787,427 1,280,632 721,399 942,214

総資産額 (千円) 2,789,995 2,650,535 2,985,548 2,615,729 2,773,527

１株当たり純資産額 (円) 143.50 164.70 266.10 150.89 195.17

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) △22.09 20.50 16.37 △15.80 53.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.3 29.7 42.9 27.6 34.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 48,236 75,151 65,924 31,337 293,401

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △4,686 △38,247 △201,364 228,129 △49,725

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 72,134 5,102 15,552 △154,492 △23,543

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 274,545 289,136 346,469 244,590 466,782

従業員数 (名) 537 543 544 528 534



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 839,909 882,049 57,630 1,640,451 940,486

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 19,261 16,093 △4,247 49,346 13,434

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △216,018 25,589 69,367 △212,839 126,406

資本金 (千円) 1,563,547 1,563,547 1,563,547 1,563,547 1,563,547

発行済株式総数 (株) 5,209,448 5,209,448 5,209,448 5,209,448 5,209,448

純資産額 (千円) 863,529 897,249 1,207,915 878,176 990,820

総資産額 (千円) 1,824,754 1,605,364 1,215,830 1,557,422 1,016,166

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.3 55.9 99.4 56.4 97.5

従業員数 (名) 192 190 2 185 2



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

新規 

仙台市を中心とした東北地域のコンピュータソフトウェア開発業務他を行うため、下記の会社を設立し、連結子

会社といたしました。 

(名称) ㈱東北共栄システムズ 

(住所) 宮城県仙台市青葉区北根一丁目２番地１ 

(資本金) 10百万円 

(主要な事業の内容) 

  ① コンピユータソフトウェアの開発、ソフトウェアパッケージの作成及び販売。 

  ② 電子指紋認証システムの開発、製造、販売。 

  ③ システム技術者、ソフトウェア技術者の派遣。 

(議決権に対する提出会社の所有割合) 

  100％ (子会社であります㈱共栄システムズが全額出資しております) 

(関係内容) 

  取引関係：当社の子会社および関連会社の業務を一部請負います。 

  人的関係：当子会社の一部役員は、当社および子会社の役員が兼務しております。 

  

特定子会社 

サムソン総合ファイナンス㈱は、当中間連結会計期間中に増資をしたことにより、資本金が２億円となり、特定

子会社となりました。 

  

除外 

㈲ファースト・システムズは、実質的な支配関係が消滅したことにより、連結の範囲から除外しました。 

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業部門の名称 従業員数(名)

ソフトウェア開発業務 472 

データエントリー業務 38 

受託計算業務 2 

派遣業務 9 

機器・サプライ販売 3 

その他(営業・管理部門) 20 

合計 544 

従業員数(名) 2 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績の概況 

当上半期の我が国経済は、設備投資が回復基調となり、また、個人消費が緩やかに回復基調をたどる等、民間需

要を中心に概ね好調に推移いたしました。 

このような中で情報サービス業界でも、企業の情報化投資が徐々に回復し、需要拡大傾向で推移いたしました

が、一方では受注競争の激化等による価格の抑制傾向が続いております。 

このような状況の下、当社グループは引き続き堅調な公共関係、通信業界の案件を中心に、多様化する市場ニー

ズにお応えすべく、技術力の向上に努め、受注の確保と収益の改善に傾注してまいりました。また、グループ企業

間の情報交換等の連携強化にも努めてまいりました。 

その結果、売上高、経常利益及び中間純利益ともに、当初予想をほぼ確保することが出来ました。即ち、売上高

は18億９千５百万円(前年同期比102.8％)、経常利益１億６百万円(前年同期比127.3％)、中間純利益７千９百万円

(前年同期比80.6％)となりました。 

下期につきましても、当情報サービス業界を取り巻く環境は緩やかな回復基調で推移すると思われます。 

なお、事業部門(種類)別の営業の状況は、次のとおりであります。 

［情報処理事業］ 

特定業種向けソリューション・パッケージソフトウェア開発の拡販体制も整い、徐々に業績に貢献しておりま

す。 

  

情報処理事業の当中間連結会計期間の連結業績は次のとおりであります。 

  

  

［その他の事業］ 

就職情報提供等サービス、不動産賃貸収入等の当中間連結会計期間の連結業績は次のとおりであります。 

  

  

     対前年同期比(％) 

ソフトウェア開発売上高 17億５千万円   103.8％ 

データエントリー業務売上高 ８千０百万円   90.5％ 

受託計算業務売上高 １千１百万円   70.6％ 

派遣業務売上高 １千６百万円   96.1％ 

機器・サプライ売上高 ３千０百万円   108.0％ 

     対前年同期比(％) 

その他の事業売上高 １百万円   115.8％ 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

前年同期に比べて９百万円収入が減少し、６千５百万円のキャッシュ・インフローとなりました。 

これは主として税金等調整前中間純利益の減少や、仕入債務の減少等によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

前年同期に比べて１億６千３百万円支出が増加し、２億１百万円のキャッシュ・アウトフローとなりました。 

これは主として有形固定資産の取得の増加や、無形固定資産の取得の増加等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

前年同期に比べて１千万円収入が増加し、１千５百万円のキャッシュ・インフローとなりました。 

これは主として長・短借入金の増加等によるものであります。 

  

上記の結果、現金及び現金同等物残高は前年同期に比べて５千７百万円増加し、３億４千６百万円となりまし

た。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間におけるソフトウェア開発業務の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

ただし、当社グループは、ソフトウェア開発業務のみ受注生産を行っておりますので、ソフトウェア開発の受注

業務のみ記載いたします。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 本表の金額には、消費税等は含まれていません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 
  

  

事業部門の名称
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％) 

ソフトウェア開発 (千円) 1,726,236 99.5 

データエントリー業務 (千円) 80,446 90.5 

受託計算業務 (千円) 11,183 70.6 

派遣業務 (千円) 16,878 96.1 

機器・サプライ販売 (千円) 30,223 108.0 

その他の事業 (千円) 1,990 115.8 

合計 1,866,959 98.9 

事業部門の名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

ソフトウェア開発 1,623,662 96.8 187,112 52.2 

事業部門の名称
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前年同期比(％) 

ソフトウェア開発 (千円) 1,754,369 103.8 

データエントリー業務 (千円) 80,446 90.5 

受託計算業務 (千円) 11,183 70.6 

派遣業務 (千円) 16,878 96.1 

機器・サプライ販売 (千円) 30,223 108.0 

その他の事業 (千円) 1,990 115.8 

合計 1,895,093 102.8 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱日立製作所 242,504 13.2 ― ― 

日立電子サービス㈱ ― ― 287,342 15.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更又は新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

    

    

    

    

    

    



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、情報システムのソフトウェア受注開発を中心に行っております。 

当社グループ間の協業体制を強化しつつ、ソフトウェア開発業務における大規模開発の技術基盤を強固にするため

の教育、研修を中心に、また、特定業種向けソリューション・パッケージソフトウェア及びE-Commerceの拡大に備え

てネットワークセキュリティの研究に重点をおいて行っております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は4,601千円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 
  

(注) １ 旧商法第280条ノ19の規定に基づくストックオプションであります。 

２ 新株引受権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

３ 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

なお、調整式により算出された発行価額が券面額を下回るときは、券面額をもって調整後の発行価額とする。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,209,448 5,209,448
株式会社ジャスダ
ック証券取引所 

― 

計 5,209,448 5,209,448 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成12年６月29日) (注)１

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 200 (注)２ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 200,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 369 (注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年８月１日～
平成19年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   369
資本組入額  185 

同左 

新株予約権の行使の条件 

細目については、本総会決議
に基づく取締役会決議に基づ
き、当社と対象取締役との間
で締結する新株予約権付与契
約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ― 

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
分割・新規発行前の１株当たり株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権等の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の

結果、１株未満が生じた場合は、これを切捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割(併合)の比率 

  

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日)

  
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 580 (注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 580,000 (注)２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 203 (注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～
平成19年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   203
資本組入額  102 

同左 

新株予約権の行使の条件 

細目については、本総会決議
に基づく取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との
間で締結する新株予約権割当
契約に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が38千株あります。 

２ KYCOM OF AMERICA,LTD.(平成17年９月30日現在、当社が97.7％議決権を保有)が所有している上記株式については、商法

第241条第３項の規定により議決権の行使が制限されております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 5,209,448 ― 1,563,547 ― ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

吉 村 昭 一 東京都三鷹市下連雀３丁目43番21 884 17.0

吉 村 一 男 東京都小金井市緑町３丁目２―32 441 8.5

㈲ソルジャーズ・フィールド・ 
アソシエイツ 

東京都中央区佃２丁目１―１ 410 7.9

KYCOM OF AMERICA,LTD. 
常任代理人 新光証券株式会社 

217 Broadway Suite 509. New York. NY 
10007 United States of America 

396 7.6

共同コンピュータ社員持株会 東京都千代田区神田須田町一丁目２―７ 276 5.3

㈲ファースト・システムズ 東京都三鷹市下連雀３丁目33―８ 227 4.4

小 林 勇 雄 栃木県下都賀郡野木町丸林386―２ 197 3.8

セント・トーマス・インベスト
メント・マネージメント株式会
社 

東京都中央区佃２丁目１―１ 196 3.8

大 谷 省 三 東京都練馬区上石神井２丁目19―14 161 3.1

山 本 保 彦 福井県丹生郡清水町杉谷第８―39 73 1.4

計 ― 3,263 62.6



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が38,000株(議決権38個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式900株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(相互保有株式) 
普通株式 396,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,786,000 
4,786 ― 

単元未満株式 普通株式  27,448 ― ― 

発行済株式総数 
普通株式 

5,209,448 
― ― 

総株主の議決権 ― 4,786 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(相互保有株式) 
KYCOM OF AMERICA,LTD. 

217 Broadway.suite 509.
New York.NY 10007 United 
States of America 

396,000 ― 396,000 7.6

計 ― 396,000 ― 396,000 7.6



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 289 445 313 310 311 333

最低(円) 230 235 281 287 296 300



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、千世田国際公認会計士共同事務所により中間監査を受けております。 

  当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、永昌監査法人により中間監査を受けております。

  

４ 当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  

第38期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第38期中間会計期間の中間財務諸表 

  千世田国際公認会計士共同事務所 

第39期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第39期中間会計期間の中間財務諸表 

  永昌監査法人 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    289,136 349,919   469,332 

２ 受取手形及び売掛金    524,293 430,201   488,663 

３ たな卸資産    163,988 147,887   168,449 

４ 短期貸付金    ― 15,000   ― 

５ 繰延税金資産    ― 54,800   ― 

６ その他    55,790 117,213   62,566 

７ 貸倒引当金    △1,777 △1,099   △1,099 

流動資産合計    1,031,431 38.9 1,113,922 37.3   1,187,912 42.8

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物 ※２  211,541 307,644   205,817 

(2) その他    16,435 31,371   15,021 

(3) 土地 ※２  1,013,898 1,053,903   1,027,617 

 有形固定資産合計    1,241,874 46.9 1,392,919 46.7   1,248,456 45.0

２ 無形固定資産          

(1) 連結調整勘定    19,555 83   8,933 

(2) その他    63,649 30,901   41,740 

 無形固定資産合計    83,205 3.1 30,984 1.0   50,674 1.9

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２  248,673 228,499   249,480 

(2) 長期貸付金    234,954 120,495   121,064 

(3) 固定化営業債権    77,393 10,850   30,429 

(4) 長期繰延税金資産    ― 137,171   ― 

(5) その他    247,473 236,459   236,072 

(6) 貸倒引当金    △461,230 △279,118   △299,265 

(7) 投資損失引当金    △54,229 △10,000   △54,229 

投資その他の 
資産合計    293,034 11.1 444,358 14.9   283,551 10.2

固定資産合計    1,618,114 61.1 1,868,262 62.6   1,582,682 57.1

Ⅲ 繰延資産    990 0.0 3,362 0.1   2,933 0.1

資産合計    2,650,535 100.0 2,985,548 100.0   2,773,527 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    76,677 55,085   74,314 

２ 短期借入金 ※２  228,280 286,328   241,257 

３ 未払費用    275,308 247,156   261,062 

４ 賞与引当金    106,420 103,990   99,010 

５ その他    167,481 123,575   198,684 

流動負債合計    854,168 32.2 816,136 27.3   874,328 31.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  564,535 511,081   534,197 

２ 長期未払金 ※２  282,024 198,024   240,024 

３ 退職給付引当金    126,191 135,524   135,062 

４ その他    20,117 30,138   31,121 

固定負債合計    992,867 37.5 874,769 29.3   940,404 33.9

負債合計    1,847,035 69.7 1,690,905 56.6   1,814,733 65.4

(少数株主持分)          

少数株主持分    16,072 0.6 14,010 0.5   16,579 0.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,563,547 59.0 1,563,547 52.3   1,563,547 56.4

Ⅱ 利益剰余金    △636,688 △24.0 △194,734 △6.5   △478,446 △17.3

Ⅲ その他有価証券 
  評価差額金    26,943 1.0 43,941 1.5   26,428 1.0

Ⅳ 為替換算調整勘定    △45,651 △1.7 △41,437 △1.4   △44,013 △1.6

Ⅴ 自己株式    △120,723 △4.6 △90,685 △3.0   △125,301 △4.5

資本合計    787,427 29.7 1,280,632 42.9   942,214 34.0

負債、少数株主持分 
及び資本合計    2,650,535 100.0 2,985,548 100.0   2,773,527 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,842,714 100.0 1,895,093 100.0  3,764,253 100.0

Ⅱ 売上原価    1,488,717 80.8 1,529,750 80.7  2,957,679 78.6

売上総利益    353,996 19.2 365,342 19.3  806,573 21.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  265,577 14.4 255,836 13.5  564,739 15.0

営業利益    88,419 4.8 109,505 5.8  241,833 6.4

Ⅳ 営業外収益         

１ 受取利息   25   56 506   

２ 受取配当金   556   508 901   

３ 賃貸料収入   9,853   8,702 19,023   

４ 消費税相殺差益   5,058   ― 11,754   

５ その他   1,754 17,249 0.9 4,407 13,675 0.7 3,182 35,369 1.0

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   11,956   10,799 23,506   

２ 減価償却費   2,671   2,534 5,343   
３ 持分法による 
  投資損失   1,906   227 2,650   

４ その他   5,306 21,841 1.2 2,921 16,482 0.9 9,574 41,075 1.1

経常利益    83,827 4.5 106,698 5.6  236,126 6.3

Ⅵ 特別利益         

１ 投資有価証券売却益   3,858   ― 5,706   

２ 貸倒引当金戻入益   ―   658 32,298   

３ 賞与引当金戻入益   2,658   1,946 2,366   
４ 退職給付引当金 
  戻入益   48,843   ― 48,843   

５ 子会社株式売却益   ―   ― 5,446   

６ 持分変動損益   ―   ― 1,632   
７ 投資損失引当金 
  戻入益   ―   11 ―   

８ 前期損益修正益 ※２ 1,424 56,786 3.1 ― 2,616 0.1 2,789 99,084 2.6

Ⅶ 特別損失         

１ たな卸資産廃棄損   ―   ― 168   
２ 退職給付引当金 
  繰入額   11,146   ― 22,292   

３ 貸倒引当金繰入額   900   ― 900   

４ 固定資産売却損 ※３ ―   47 ―   

５ 固定資産除却損 ※４ 718   998 1,086   

６ 前期損益修正損 ※５ 3,228 15,994 0.8 273 1,318 0.0 7,797 32,244 0.9

税金等調整前中間 
(当期)純利益    124,619 6.8 107,996 5.7  302,967 8.0

法人税、住民税 
及び事業税    26,485 1.5 17,223 0.9  46,462 1.2

法人税等調整額    ― 12,731 0.6  ― 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△)    130 0.0 △967 △0.0  258 0.0

中間(当期)純利益    98,003 5.3 79,008 4.2  256,246 6.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,866,530 ―   1,866,530

Ⅱ 資本剰余金減少高     

  欠損金填補のための 
  資本準備金取崩額 

1,866,530 1,866,530 ― ― 1,866,530 1,866,530

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  ― ―   ―

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △2,601,222 △478,446   △2,601,222

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 98,003 79,008 256,246 

２ 過年度税効果調整額 ― 204,704 ― 

３ 欠損金填補のための 
  資本準備金取崩額 

1,866,530 1,964,533 ― 283,712 1,866,530 2,122,776

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  △636,688 △194,734   △478,446

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益 

 124,619 107,996 302,967

  減価償却費  30,254 23,223 60,696

  連結調整勘定償却額  8,780 8,850 17,560

  貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 900 ― △28,778

  受取利息及び受取配当金  △582 △564 △1,408

  支払利息  11,956 10,799 23,506

  持分法による投資損失  1,906 227 2,650

  たな卸資産廃棄  ― ― 168

  退職給付引当金の増加額 
  (△減少額) 

 △33,524 462 △24,653

  賞与引当金の増加額  8,395 4,980 985

  前期損益修正損  3,228 273 7,797

  前期損益修正益  △1,424 ― △2,789

  固定資産除却損  718 998 1,086

  固定資産売却損  ― 47 ―

  子会社株式売却益  ― ― △5,446

  投資有価証券売却益  △3,858 ― △5,706

  持分変動損益  ― ― △1,632

  新株発行費償却  ― 1,023 1,466

  売上債権の減少額  1,072 58,262 36,701

  たな卸資産の減少額 
  (△増加額) 

 △48,073 20,561 △52,701

  仕入債務の減少額  △5,624 △19,228 △7,988

  未払消費税等の増加額 
  (△減少額) 

 2,337 △24,508 22,330

  その他資産の増加額  △4,036 △42,422 △13,347

  その他負債の増加額 
  (△減少額) 

 16,133 △45,297 22,556

    小計  113,178 105,686 356,021

  利息及び配当金の受取額  581 564 972

  利息の支払額  △12,007 △12,735 △23,979

  法人税等の支払額  △26,600 △27,590 △39,611

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 75,151 65,924 293,401



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  定期預金(３ヶ月超) 
  の預入による支出 

 △600 △1,500 △3,750

  定期預金(３ヶ月超) 
  の払戻による収入 

 4,500 ― 4,500

  有形固定資産の取得 
  による支出 

 △2,821 △152,793 △19,549

  子会社株式の売却 
  による収入 

 ― ― 11,000

  無形固定資産の取得 
  による支出 

 ― △3,726 ―

  無形固定資産の売却 
  による収入 

 ― ― 36

  長期未払金の支払 
  による支出 

 △42,000 △42,000 △84,000

  投資有価証券の取得 
  による支出 

 △1,208 △1,212 △2,438

  投資有価証券の売却 
  による収入 

 3,682 ― 5,529

  貸付金の回収による収入  ― ― 29,000

  その他資産の取得による支出  △557 △202 △557

  その他資産の回収による収入  757 70 10,503

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △38,247 △201,364 △49,725

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

  短期借入れによる収入  6,566 26,000 78,944

  短期借入金の返済 
  による支出 

 △43,495 △34,444 △130,257

  長期借入れによる収入  125,500 146,000 224,000

  長期借入金の返済 
  による支出 

 △82,478 △115,599 △183,954

  株式発行による支出  △990 △1,453 △4,400

  自己株式の取得による支出  ― △4,950 △7,875

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 5,102 15,552 △23,543

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 232 964 △247

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額(△減少額) 

 42,239 △118,922 219,885

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 244,590 466,782 244,590

Ⅶ 連結子会社増加による 
  現金及び現金同等物の増加額 

 2,306 ― 2,306

Ⅷ 連結子会社減少による現金 
  及び現金同等物の減少額 

 ― △1,390 ―

Ⅸ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 289,136 346,469 466,782

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(1) 連結子会社   13社 

 ・㈱共栄データセンター 

 ・㈱共栄システムズ 

 ・㈲共栄データセンター 

 ・ボックシステム㈱ 

 ・㈱九州共栄システムズ 

 ・㈲北陸共栄システムズ 

 ・㈲湘南共栄システムズ 

 ・㈲サムソンエステート 

 ・㈲ジスネット 

 ・KYD㈱ 

 ・㈲ファースト・システ

ムズ 

 ・KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 

 ・YURI SOFT, INC. 

前連結会計年度末にお

いて、持分法を適用し

ておりました㈲ファー

スト・システムズは、

当中間連結会計期間に

実質支配判断したこと

により、連結子会社と

なりました。 

(1) 連結子会社   15社 

 ・共同コンピュータ㈱ 

 ・㈱共栄データセンター 

 ・㈱共栄システムズ 

 ・㈲共栄データセンター 

 ・ボックシステム㈱ 

 ・㈱九州共栄システムズ 

 ・㈲北陸共栄システムズ 

 ・㈲湘南共栄システムズ 

 ・㈲サムソンエステート 

 ・㈲ジスネット 

 ・KYD㈱ 

 ・サムソン総合ファイナ

ンス㈱ 

 ・㈱東北共栄システムズ 

 ・KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 

 ・YURI SOFT, INC. 

㈱東北共栄システムズ

は当中間連結会計期間

に新たに設立したこと

により連結子会社とな

りました。 

サムソン総合ファイナ

ンス㈱は平成17年８月

31日付で新株発行を行

い、資本金が２億円と

なりましたので、特定

子会社となりました。 

前連結会計年度におい

て、連結子会社であっ

た㈲ファースト・シス

テムズは、実質的な支

配関係が消滅したこと

により、連結子会社で

はなくなりました。 

  

(1) 連結子会社   15社 

 ・共同コンピュータ㈱ 

 ・㈱共栄データセンター 

 ・㈱共栄システムズ 

 ・㈲共栄データセンター 

 ・KYD㈱ 

 ・㈲ジスネット 

 ・㈱九州共栄システムズ 

 ・㈲北陸共栄システムズ 

 ・㈲湘南共栄システムズ 

 ・㈲サムソン・エステー

ト 

 ・ボックシステム㈱ 

 ・サムソン総合ファイナ

ンス㈱ 

 ・㈲ファースト・システ

ムズ 

 ・KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 

 ・YURI SOFT, INC. 

当社は、平成16年10月

１日付けで会社分割を

実施し、持株会社体制

に移行いたしました。

当該分割により、当社

の営業は新たに設立し

た「共同コンピュータ

株式会社」に承継さ

れ、当社は持株会社と

なり社名を「共同コン

ピュータホールディン

グス株式会社」に変更

いたしました。この分

割に伴い、共同コンピ

ュータ㈱は連結子会社

となりました。 

サムソン総合ファイナ

ンス㈱は当連結会計年

度に新たに設立したこ

とにより、連結子会社

となりました。 

前連結会計年度におい

て、持分法を適用して

おりました㈲ファース

ト・システムズは、当

連結会計年度より実質

支配判断をしたことに

より、連結子会社とな

りました。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

      なお、平成17年３月に

全保有出資持分を売却

いたしましたが、実質

的な支配関係を考慮

し、引き続き連結子会

社としております。 

  (2) 非連結子会社 

該当事項はありませ

ん。 

(2) 非連結子会社 

同左 

(2) 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用の関連会社 

１社 

・インフォネットシステ

ムズ㈱ 

(1) 持分法適用の関連会社 

１社 

同左 

(1) 持分法適用の関連会社 

１社 

同左 

  (2) 持分法非適用関連会社 

・経智資迅工業股份有限

公司 

・㈱エージェントバンク 

持分法を適用していな

い関連会社２社につい

ては中間連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であるた

め、当該会社に対する

投資については持分法

を適用せず、原価法に

より評価しておりま

す。 

(2) 持分法非適用関連会社 

１社 

・㈱エージェントバンク 

前連結会計年度末にお

いて持分法非適用関連

会社であった経智資迅

工業股份有限公司は、

当中間連結会計期間に

第三者に売却したこと

により関連会社ではな

くなりました。 

持分法を適用していな

い関連会社１社は、中

間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響

が軽微であるため、当

該会社に対する投資に

ついては持分法を適用

せず原価法により評価

しております。 

(2) 持分法非適用関連会社 

・経智資迅工業股份有限

公司 

・㈱エージェントバンク 

持分法を適用していな

い関連会社２社につい

ては連結純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、当該

会社に対する投資につ

いては持分法を適用せ

ず、原価法により評価

しております。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

連結子会社の内、中間連結

財務諸表提出会社と中間決

算日が異なるのは下記のと

おりであります。 

同左 連結子会社の内、連結財務

諸表提出会社と決算日が異

なるのは下記のとおりであ

ります。 

  

中間連結財務諸表の作成に

当たっては、㈲ファースト

システムズは連結決算日に

仮決算を行なっておりま

す。 

その他２社については、当

該中間決算日の中間財務諸

表を基礎としております

が、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては、連結上調整を行うこ

ととしております。 

会社名   
中間 

決算日 

KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 
  ６月30日

㈲ファースト・

システムズ 
６月30日

YURISOFT,INC.   ６月30日

中間連結財務諸表の作成に

当っては、上記の２社につ

いては、当該中間決算日の

中間財務諸表を基礎として

おりますが、中間連結決算

日との間に生じた重要な取

引については連結上調整を

行うこととしております。 

会社名  
中間 

決算日 

KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 
 ６月30日

YURISOFT,INC.  ６月30日

連結財務諸表の作成に当た

っては、㈲ファースト・シ

ステムズは連結決算日に仮

決算を行っております。そ

の他の２社については、当

該事業年度の財務諸表を基

礎としておりますが、連結

決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上

調整を行うこととしており

ます。 

会社名 
  

  
決算日 

KYCOM OF  

AMERICA,LTD. 
  12月31日 

YURISOFT,INC.   12月31日 

㈲ファースト・

システムズ 
６月30日 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理に関する
事項 

      

(1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法 

  ① 有価証券 

      

その他有価証
券 

      

時価のある
もの 

中間決算日の市場価格等に
基づく時価法によっており
ます。 
(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定しております。) 

同左 連結決算日の市場価格等に
基づく時価法によっており
ます。 
(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原
価は、移動平均法により算
定しております。) 

時価のない
もの 

移動平均法に基づく原価法
によっております。 

同左 同左 

  ② たな卸資産       
   ａ 商品及び 
     原材料 

先入先出法に基づく原価法
によっております。 

同左 同左 

   ｂ 仕掛品 個別法に基づく原価法によ
っております。 

同左 同左 

   ｃ 貯蔵品 最終仕入原価法によってお
ります。 

同左 同左 

(2) 重要な減価償却
資産の減価償却
の方法 

      

  ① 有形固定資産 当社及び国内連結子会社は
定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物(建物附
属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
在外連結子会社は定額法に
よっております。 
(主な耐用年数) 
建物及び構築物 ６～53年 

同左 連結財務諸表提出会社及び
国内連結子会社は定率法に
よっております。 
ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物(建物付
属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
在外連結子会社は定額法に
よっております。 
(主な耐用年数) 
建物及び構築物 ６～53年 

  ② 無形固定資産 市場販売目的のソフトウェ
アは販売可能な見込有効年
数(３年)に基づく定額法、
自社利用のソフトウェア
は、社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額法
によっております。 

同左 同左 

(3) 繰延資産の処理
方法 

商法に定める最長年数(３
年)で定額償却しておりま
す。 

同左 同左 

(4) 重要な引当金の
計上基準 

      

  ① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に
備えるため、当社及び国内
連結子会社は、一般債権に
ついては、貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。 

同左 債権の貸倒れによる損失に
備えるため、連結財務諸表
提出会社及び国内連結子会
社は、一般債権について
は、貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  在外連結子会社について

は、取引先の財政状態等を

勘案し会社所定の基準によ

り期末債権に対して必要額

を見積り計上することとし

ております。 

同左 在外連結子会社については

個別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上して

おります。 

  ② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充て

るため、当社及び国内連結

子会社は支給見込額を計上

しております。 

在外連結子会社は賞与支給

慣行がないため計上してお

りません。 

同左 従業員の賞与の支給に充て

るため、連結財務諸表提出

会社及び国内連結子会社は

支給見込額を計上しており

ます。 

在外連結子会社は賞与支給

慣行がないため計上してお

りません。 

③ 退職給付引当

金 

当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

同左 連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結

会計年度末に発生している

と認められる額を計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時差異

(129,065千円)は、５年に

よる按分額を費用処理して

おります。 

――――― なお、会計基準変更時差異

(129,065千円)は、５年に

よる按分額を費用処理して

おります。 

  在外連結子会社は、退職金

の支給規定がありませんの

で計上しておりません。 

同左 同左 

  (追加情報) 

連結子会社１社について退

職一時金制度を平成16年８

月20日付で廃止し、これに

伴う退職給付引当金戻入益

48,843千円を特別利益に計

上しております。 

  (追加情報) 

連結子会社１社について退

職一時金制度を平成16年８

月20日付で廃止し、これに

伴う退職給付引当金戻入益

48,843千円を特別利益に計

上しております。 

④ 投資損失引当

金 

関係会社等への投資損失に

備えるため、その財政状態

等を勘案して必要額を計上

しております。 

同左 同左 

(5) 重要な外貨建資

産又は負債の本

邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

なお、在外連結子会社等の

資産及び負債は、各社中間

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は

資本の部における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

なお、在外連結子会社等の

資産及び負債は、各社決算

日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整

勘定に含めております。 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(6) 重要なリース取

引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ その他中間連結財

務諸表(連結財務

諸表)作成のため

の基本となる重要

な事項 

      

(1) 消費税等の会計

処理 

一部の連結子会社を除き、

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

(2) 連結納税制度の

適用 

連結納税制度を適用してお

ります。 

同左 同左 

６ 中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       222,151千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       203,378千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       225,256千円 

※２ 担保に供している資産 

上記の対応債務は次のとおり

であります。 

上記の他、仕入先への取引保

証の担保に供しております。 

投資有価証券 72,614千円

建物 175,804 

土地 1,010,648 

計 1,259,067 

短期借入金 182,477千円

長期借入金 491,658 

長期未払金 282,024 

計 956,159 

※２ 担保に供している資産 

上記の対応債務は次のとおり

であります。 

上記の他、仕入先への取引保

証の担保に供しております。 

投資有価証券 93,769千円

建物 167,905 

土地 1,024,648 

計 1,286,323 

短期借入金 185,185千円

長期借入金 378,583 

長期未払金 198,024 

計 761,793 

※２ 担保に供している資産 

上記の対応債務は次のとおり

であります。 

上記の他、仕入先への取引保

証の担保に供しております。 

投資有価証券 78,733千円

建物 172,345 

土地 1,024,648 

計 1,275,728 

短期借入金 186,557千円

長期借入金 432,981 

長期未払金 240,024 

計 859,563 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目別内訳は下記のとおりで

あります。 

広告宣伝費 1,186千円

役員報酬 54,655 

給料手当 80,803 

賞与引当金 
繰入額 

3,538 

退職給付引当金 
繰入額 

3,002 

公租公課 3,888 

減価償却費 13,930 

支払手数料 34,970 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目別内訳は下記のとおりで

あります。 

広告宣伝費 4,034千円

役員報酬 65,264 

給料手当 81,366 

賞与引当金 
繰入額 

4,500 

退職給付引当金
繰入額 

2,130 

公租公課 3,867 

減価償却費 6,545 

支払手数料 25,105 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目別内訳は下記のとおりで

あります。 

広告宣伝費 2,807千円

役員報酬 121,947 

給料手当 179,472 

賞与引当金 
繰入額 

4,450 

退職給付引当金 

繰入額 
5,085 

公租公課 9,290 

減価償却費 27,978 

支払手数料 59,084 

※２ 前期損益修正益の内容は次の

とおりであります。 

  

過年度一般 
管理費修正 

1,424千円

※２    ――――― ※２ 前期損益修正益の内容は次の

とおりであります。 

過年度退職給付 
費用修正 

937千円

過年度地代家賃 
関連費用修正 

1,851 

計 2,789 

※３    ――――― ※３固定資産売却損の内容は次のと

おりであります。 

機械装置 
及び運搬具 

47千円

※３    ――――― 

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置 
及び運搬具 

718千円

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物附属設備 98千円

機械装置及び
運搬具 

183

工具器具備品 716

計 998

※４ 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物附属設備 145千円

機械装置及び 
運搬具 

890 

工具器具備品 49 

計 1,086 

※５ 前期損益修正損の内容は次の

とおりであります。 

過年度一般 
管理費修正 

3,228千円

※５ 前期損益修正損の内容は次の

とおりであります。 

過年度未収入金
修正(敷金) 

273千円

※５ 前期損益修正損の内容は次の

とおりであります。 

過年度消費税 2,705千円

過年度地代家賃 
関連費用修正 

1,247 

過年度貸付金 
関連修正 

3,323 

過年度保険料 
修正 

521 

計 7,797 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 289,136千円

現金及び現金同等物 289,136千円

現金及び現金同等物の中間連結会計

期間末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 349,919千円
預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 △3,450

現金及び現金同等物 346,469千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 469,332千円
預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 △2,550 

現金及び現金同等物 466,782千円



  
(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産及び無形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

  

機械装置 
及び 
運搬具 
(千円) 

  
無形固定 
資産 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額 
相当額 48,847  18,686  67,534

減価償却 
累計額 
相当額 

30,385  10,121  40,506

中間期末 
残高 
相当額 

18,462  8,564  27,027

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産及び無形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

  

機械装置
及び 
運搬具
(千円)

無形固定
資産 
(千円)

合計
(千円)

取得価額 
相当額 48,847 18,686 67,534

減価償却 
累計額 
相当額 

39,854 14,793 54,648

中間期末 
残高 
相当額 

8,993 3,893 12,886

なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産及び無形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

機械装置
及び 
運搬具
(千円)

 
無形固定 
資産 
(千円) 

  
合計 
(千円) 

取得価額
相当額 48,847  18,686  67,534

減価償却
累計額 
相当額 

35,269  12,457  47,727

期末残高
相当額 13,577  6,228  19,806

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産

及び無形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法で算定しており

ます。 

１年以内 14,141千円

１年超 12,886千円

合計 27,027千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産

及び無形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法で算定しており

ます。 

１年以内 8,639千円

１年超 4,246千円

合計 12,886千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が、有形固定資産及び無形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法で算定しております。 

１年以内 12,178千円

１年超 7,628千円

合計 19,806千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 8,270千円

減価償却費相当額 8,270千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 6,920千円

減価償却費相当額 6,920千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 14,441千円

減価償却費相当額 14,441千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存期間を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理の対象となるものはありません。なお、

下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離

状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等

により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

なお、満期保有目的の債券はありません。 
  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 
  
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理の対象となるものはありません。なお、

下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に当中間連結会計期間における最高値・最安値と帳簿価額との乖離

状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等

により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 
  

なお、満期保有目的の債券はありません。 
  

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円) 
差額(千円) 

 ① 株式 56,455 99,965 43,510 

 ② その他 2,205 3,312 1,107 

合計 58,661 103,278 44,617 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 
 (店頭売買株式を除く) 

106,798 

合計 106,798 

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借

対照表計上額(千円) 
差額(千円) 

 ① 株式 58,871 128,481 69,609 

 ② その他 2,232 4,332 2,099 

合計 61,104 132,813 71,709 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 
 (店頭売買株式を除く) 

95,686 

合計 95,686 



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 満期保有目的の債権で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行なっておりません。なお、下落率が30～

50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証

券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスク

の定量評価を行い、総合的に判断しております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

なお、満期保有目的の債券はありません。 

  

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

 ① 株式 57,658 100,527 42,868 

 ② その他 2,232 3,557 1,325 

合計 59,891 104,085 44,193 

区分 
当連結会計年度(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 

 非上場株式 
 (店頭売買株式除く) 

106,798 

計 106,798 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

(追加情報) 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

従来より税効果会計を適用しておりますが、繰延税金資産については過去の業績及び将来の業績予測等を勘案

して回収可能性を厳格に判断し、会計上の保守的な観点より全額評価性引当金を計上して、前連結会計年度まで

繰延税金資産を計上しておりませんでした。しかし、ここ１～２年業績もほぼ計画通り達成し徐々に安定してき

たこと、また、将来の業績予測も実現可能性が高まったことなどにより、当中間連結会計期間より回収可能性の

高い一部の将来減算一時差異について、評価性引当金の一部の取崩しを行い、繰延税金資産を計上いたしまし

た。 

これに伴い、流動資産に「繰延税金資産」が54,800千円、投資その他の資産に「長期繰延税金資産」が137,171

千円それぞれ新たに計上されるとともに、中間純利益は「法人税等調整額」が12,731千円計上されたことにより

同額少なく計上されました。また、利益剰余金中間期末残高は「過年度税効果調整額」が204,704千円計上された

ことにより同額多く計上されました。 

その結果、中間純利益は79,008千円、利益剰余金中間期末残高は△194,734千円となりました。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

情報処理事業の売上高及び営業損益の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、その記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

情報処理事業の売上高及び営業損益の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、その記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

情報処理事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、いずれも全セグメントに占める割合が90％超であるため、

その記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、その記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、その記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも90％を

超えているため、その記載を省略しております。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 164円70銭 １株当たり純資産額 266円10銭 １株当たり純資産額 195円17銭

１株当たり 
中間純利益金額 

20円50銭
１株当たり 
中間純利益金額 

16円37銭 １株当たり当期純利益 53円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 98,003 79,008 256,246

普通株主に帰属 
しない金額 

(千円) ― ― ―

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(千円) 98,003 79,008 256,246

普通株式の 
期中平均株式数 

(株) 4,780,907 4,825,405 4,765,233

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株予約権２種類(旧
商法280条ノ19、商法
第280条ノ20ならびに
商法第280条ノ21の規
定に基づくストックオ
プション。新株予約権
の目的となる株式の数
780,000株)。 
これらの詳細について
は、「新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。 

新株予約権２種類(旧
商法280条ノ19、商法
第280条ノ20ならびに
商法第280条ノ21の規
定に基づくストックオ
プション。新株予約権
の目的となる株式の数
780,000株)。 
これらの詳細について
は、「新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。 

新株予約権２種類(旧
商法280条ノ19、商法
第280条ノ20ならびに
商法第280条ノ21の規
定に基づくストックオ
プション。新株予約権
の目的となる株式の数
780,000株)。 
これらの詳細について
は、「新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。 



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、平成16年６月29日開催の定時株主総会における分割計画書の承認決議に基づき、平成16年10月１日を

期して、当社の営業の一切を会社分割により、当社の全額出資により設立した「共同コンピュータ株式会社(平成

16年10月１日設立)」に承継させるとともに、社名を「共同コンピュータホールディングス株式会社」に変更し、

持株会社となりました。 

なお、新設会社の概要及び承継した資産・負債の金額は以下のとおりであります。 

  

(1) 当該分割により提出会社より営業の一切を承継し、新たに設立した会社の概要 

(事業内容) 

  

(2) 会社分割により新たに設立した会社が承継した資産・負債の項目及び金額 

なお、分割により当社から承継した負債及び債務その他の義務は、すべて重畳的債務引受の方法によりま

す。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

① 名称 共同コンピュータ株式会社 

② 事業の内容 ソフトウェア開発、データエントリー、受託計算、他 

③ 設立年月日 平成16年10月１日 

④ 本店所在地 東京都千代田区神田須田町一丁目２番地７ 

⑤ 代表者の氏名 代表取締役社長 相原 能文 

⑥ 資本金 100百万円 

⑦ 発行済株式数 2,000株 

 (項目)  (金額)   

流動資産 551百万円   

固定資産 332百万円   

資産合計 884百万円   

    

流動負債 372百万円   

固定負債 294百万円   

負債合計 667百万円   



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

子会社の設立 

当社グループは、仙台市を中心とした東北地方のソフトウェア開発及び販売、ならびに電子指紋認証システム

の営業基盤を構築するため、平成17年５月13日付で株式会社東北共栄システムズを設立しました。 

なお、新たに設立した株式会社東北共栄システムズの概要は以下のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

① 名称 株式会社東北共栄システムズ 

② 本店所在地 宮城県仙台市青葉区北根一丁目２番地１ 

③ 事業の内容 ソフトウェア開発、ソフトウェアパッケージの販売、電子指紋認証シス

テムの製造・販売 

④ 資本金 1,000万円 
  
⑤ 株式の数及び 
  持株比率等 

設立時の発行株式200株の全てを当社の連結子会社である株式会社共栄シ

ステムズが引受けております。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２  76,727 2,055   237 

２ 売掛金    340,568 ―   ― 

３ たな卸資産    98,295 ―   ― 

４ 短期貸付金    3,500 ―   ― 

５ 繰延税金資産    ― 6,570   ― 

６ その他    82,926 53,928   96,233 

流動資産合計    602,018 37.5 62,554 5.2   96,471 9.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２  94,856 1,552   1,672 

(2) 土地 ※２  160,142 ―   ― 

(3) その他    10,738 52   1,484 

 計    265,736 1,605   3,156 

２ 無形固定資産    11,557 ―   ― 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２  158,267 79,333   84,877 

(2) 関係会社株式    832,962 1,138,911   1,126,821 

(3) 関係会社出資金    7,500 7,500   7,500 

(4) 差入保証金    63,512 120   120 

(5) 長期貸付金    126,151 37,485   37,485 

(6) 固定化営業債権    77,393 10,850   30,429 

(7) 長期未収入金    102,585 102,585   102,585 

(8) 長期繰延税金資産    ― 128,882   ― 

(9) その他    17,997 17,457   17,728 

(10)貸倒引当金    △320,161 △167,617   △187,196 

(11)投資損失引当金    △341,146 △205,446   △305,675 

 計    725,062 1,150,062   914,676 

固定資産合計    1,002,356 62.4 1,151,667 94.7   917,832 90.3

Ⅲ 繰延資産          

   新株発行費    990 1,608   1,862 

   繰延資産合計    990 0.1 1,608 0.1   1,862 0.2

資産合計    1,605,364 100.0 1,215,830 100.0   1,016,166 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形    25,565 ―   ― 

２ 買掛金    68,543 ―   ― 

３ 短期借入金 ※２  102,052 ―   ― 

４ 未払法人税等    5,469 816   4,636 

５ 未払費用    117,124 867   992 

６ 前受金    27,559 ―   ― 

７ 賞与引当金    30,000 ―   ― 

８ その他    26,908 6,231   19,204 

流動負債合計    403,223 25.1 7,915 0.6   24,833 2.4

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２  173,593 ―   ― 

２ 退職給付引当金    103,399 ―   ― 

３ 預り保証金    17,880 ―   ― 

４ 長期繰延税金負債    10,017 ―   512 

固定負債合計    304,891 19.0 ― ―   512 0.1

負債合計    708,114 44.1 7,915 0.6   25,345 2.5

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,563,547 97.4 1,563,547 128.6   1,563,547 153.8

Ⅱ 利益剰余金          
 中間(当期)未処理 
 損失   674,107   356,706 573,325   

利益剰余金合計    △674,107 △42.0 △356,706 △29.3   △573,325 △56.4

Ⅲ その他有価証券 
  評価差額金    15,203 1.0 1,288 0.1   813 0.1

Ⅳ 自己株式    △7,393 △0.5 △214 △0.0   △214 △0.0

資本合計    897,249 55.9 1,207,915 99.4   990,820 97.5

負債・資本合計    1,605,364 100.0 1,215,830 100.0   1,016,166 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    882,049 100.0 57,630 100.0   940,486 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  720,559 81.7 ― ―   720,559 76.6

売上総利益    161,489 18.3 57,630 100.0   219,926 23.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  145,362 16.5 61,644 107.0   205,904 21.9

営業利益又は営業 
損失(△)    16,127 1.8 △4,014 △7.0   14,021 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※２  6,620 0.8 275 0.5   7,053 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※１
※３  6,654 0.8 507 0.9   7,640 0.8

経常利益又は経常 
損失(△)    16,093 1.8 △4,247 △7.4   13,434 1.4

Ⅵ 特別利益 ※４  1,476 0.2 56,669 98.3   68,892 7.4

Ⅶ 特別損失 ※５  15,130 1.7 989 1.7   20,693 2.2

税引前中間(当期) 
純利益    2,439 0.3 51,432 89.2   61,634 6.6

法人税、住民税 
及び事業税    △23,149 △2.6 △28,921 △50.2   △64,771 △6.8

法人税等調整額    ― 10,986 19.0   ― 

中間(当期)純利益    25,589 2.9 69,367 120.4   126,406 13.4

自己株式処分差損    ― ―   35 

前期繰越損失    699,696 573,325   699,696 

過年度税効果調整額    ― △147,252   ― 

中間(当期)未処理 
損失    674,107 356,706   573,325 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

 (1) 有価証券 

      

① 子会社株式及

び関連会社株

式 

移動平均法に基づく原価法

によっております。 

同左 同左 

② その他有価証

券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

おります。 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。） 

同左 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法によっており

ます。 

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定しております。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

によっております。 

同左 同左 

 (2) たな卸資産       

① 商品及び原材

料 

先入先出法に基づく原価法

によっております。 

同左 同左 

② 仕掛品 個別法に基づく原価法によ

っております。 

同左 同左 

③ 貯蔵品 最終仕入原価法によってお

ります。 

同左 同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

 (1) 有形固定資産 定率法によっております。 

(主な耐用年数) 

建物 15年～47年 

定率法によっております。 

(主な耐用年数) 

建物 15年 

同左 

 (2) 無形固定資産       

市場販売目的の

ソフトウェア 

販売可能な見込み有効年数

(３年)に基づく定額法によ

っております。 

同左 同左 

自社利用のソフ

トウェア 

社内における利用可能年数

(５年)に基づく定額法によ

っております。 

同左 同左 

３ 繰延資産の処理方

法 

      

   新株発行費 商法施行規則に定める最長

年数(３年)で定額償却して

おります。 

同左 同左 

４ 引当金の計上基準       

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 



  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 従業員の賞与支給に充てる
ため支給見込額のうち当中
間会計期間負担額を計上し
ております。 

同左 従業員の賞与支給に充てる
ため、翌期における支給見
込額のうち当期負担額を計
上しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生
していると認められる額を
計上しております。 
なお、会計基準変更時差異
(109,515 千円 )について
は、５年間で費用処理して
おります。 

同左 従業員の退職給付に備える
ため、期末日における退職
給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 
なお、会計基準変更時差異
(109,515 千円 )について
は、５年間で費用処理して
おります。 

(4) 投資損失引当金 子会社等への投資に係る損
失に備えるため、その財政
状態等を勘案して必要額を
計上しております。 

同左 同左 

５ 外貨建の資産及び
負債の本邦通貨へ
の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してお
ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。 

６ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

  

(1) 消費税等の会計
処理 

消費税及び地方消費税の会
計処理は税抜方法によって
おります。 
なお、仮受消費税等と仮払
消費税等の中間期末残高の
相殺後の金額は、流動負債
の「その他」に含めており
ます。 

同左 税抜方式によっておりま
す。 

(2) 連結納税制度の
適用 

連結納税制度を適用してお
ります。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準)
当中間会計期間より、固定資産の減
損に係る会計基準(「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年
８月９日))及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」(企業会
計基準適用指針第６号 平成15年10
月31日)を適用しております。これ
による損益に与える影響はありませ
ん。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

  

169,856千円 

  

12,517千円 

  

39,405千円 

※２ 担保に供してい

る資産 

投資有価
証券 

70,856千円

建物 91,192 

土地 160,142 

計 322,190千円

――――― ――――― 

  上記の対応債務は次のとお

りであります。 

上記の他、関係会社ＫＹＤ

㈱の金融機関からの借入金

の担保に供しています。 

短期借入金 37,000千円

長期借入金 173,593 

一年以内
返済予定の 
長期借入金 

65,052 

計 275,645千円

    

 ３ 偶発債務 下記関係会社の銀行借入及

び支払債務について債務保

証を行っております。 

  

被保証者   保証金額 

㈱共栄シス 
テムズ 

 467,485千円

ＫＹＤ㈱  80,000千円

計  547,485千円

下記関係会社の銀行借入及

び支払債務について債務保

証を行っております。 

  

被保証者 保証金額

共同コン
ピュータ㈱

198,593千円

㈱共栄シス
テムズ 

281,243千円

ＫＹＤ㈱ 71,180千円

計 551,016千円

以下の被保証者の銀行借入

債務及び支払債務に対する

債務保証を行っておりま

す。 

 (被保証者) 

・銀行借入債務 
共同コン 
ピュータ㈱ 

235,619千円

㈱共栄シス 
テムズ 

163,265 

ＫＹＤ㈱ 80,000 

・支払債務  
㈱共栄シス 
テムズ 

249,316千円

計 728,200千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 有形固定資産 4,211千円

無形固定資産 5,416千円

有形固定資産 131千円

無形固定資産 ― 

有形固定資産 4,406千円

無形固定資産 5,416千円

※２ 営業外収益の主

要項目 
  

受取配当金 545千円

賃貸収入 4,508千円

雑収入 275千円 受取利息 2千円

受取配当金 881千円

賃貸収入 4,508千円

※３ 営業外費用の主

要項目 
  
支払利息 2,925千円

  

新株発行費
償却 

507千円   
支払利息 2,925千円

※４ 特別利益の主要

項目 

賞与引当金 
戻入益 

1,476千円

  

貸倒引当金 
戻入益 

658千円

投資損失 
引当金戻入益

56,010千円

投資有価証券 
売却益 

29,387千円

貸倒引当金 
戻入益 

1,619千円

賞与引当金 
戻入益 

1,476千円

投資損失引当
金戻入益 

35,471千円

前期損益
修正益 

937千円

※５ 特別損失の主要

項目 

  

退職給付 
引当金繰入額 

10,952千円

固定資産 
除却損 

573千円

前期損益 
修正損 

2,705千円

貸倒引当金 
繰入額 

900千円

  

  

固定資産 
除却損 

716千円

前期損益 
修正損 

273千円

投資有価証券 
評価損 

942千円

貸倒引当金 
繰入額 

900千円

退職給付 
引当金繰入額 

10,952千円

前期損益 
修正損 

7,276千円

固定資産 
除却損 

622千円



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

※「その他」の内容は、

機械装置であります。 

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産

及び無形固定資産の中間

期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利

子込み法により算定して

おります。 

   

有形固 
定資産 
その他 
(千円) 

 

  
無形固
定資産 
  

(千円) 

 

 
合計 
  

(千円)

取得価額 
相当額  24,967 18,686 43,654

減価償却 
累計額 
相当額 

 14,681 10,121 24,802

中間 
期末残高 
相当額 

 10,286 8,564 18,851

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相

当額 

該当事項はありません。 

①リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

該当事項はありません。 

  ②未経過リース料中間期末

残高相当額 

１年以内 9,365千円

１年超 9,486千円

合計 18,851千円

②未経過リース料中間期末

残高相当額 

該当事項はありません。 

②未経過リース料期末残高

相当額 

該当事項はありません。 

  なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残

高が有形固定資産及び無

形固定資産の中間期末残

高等に占めるその割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

    

  ③支払リース料及び減価償

却費相当額 

支払リース料 5,882千円

減価償却費 
相当額 

5,882千円

③支払リース料及び減価償

却費相当額 

該当事項はありません。 

③支払リース料及び減価償

却費相当額 

支払リース料 5,882千円

減価償却費 
相当額 

5,882千円

  ④減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

④減価償却費相当額の算定

方法 

該当事項はありません。 

④減価償却費相当額の算定

方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

(税効果会計関係) 

(追加情報) 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

従来より税効果会計を適用しておりますが、繰延税金資産については過去の業績及び将来の業績予測等を勘案

して回収可能性を厳格に判断し、会計上の保守的な観点より全額評価性引当金を計上して、前事業年度まで繰延

税金資産を計上しておりませんでした。しかし、ここ１～２年業績もほぼ計画通りに達成し徐々に業績が安定し

てきたこと、また、将来の業績予測も実現可能性が高まったことなどにより、当中間会計期間より回収可能性の

高い一部の将来減算一時差異について、評価性引当金の取崩しを行い、繰延税金資産を計上いたしました。 

これに伴い、流動資産に「繰延税金資産」が6,570千円、投資その他の資産に「長期繰延税金資産」が129,694

千円(但し、長期繰延税金負債811千円の相殺前)それぞれ新たに計上されるとともに、中間純利益は「法人税等調

整額」が10,986千円計上されたことにより同額少なく計上されました。また、中間未処理損失は「過年度税効果

調整額」が147,252千円計上されたことにより同額少なく計上されました。 

その結果、中間純利益は69,367千円、中間未処理損失は356,706千円となりました。 

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

連結財務諸表に記載のとおりであります。 

  

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

連結財務諸表に記載のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第38期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
北陸財務局長に提出。 

(2) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年10月31日 
北陸財務局長に提出。 

    



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

共同コンピュータホールディングス株式会社 

  

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共同コンピ

ュータホールディングス株式会社(旧社名共同コンピュータ株式会社)の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの

連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務

諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、共同コンピュータホールディングス株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月21日 

取 締 役 会 御中 

千代田国際公認会計士共同事務所   

公認会計士  小  島     昇  ㊞ 

公認会計士  高  橋  達  夫  ㊞ 

公認会計士  大  橋  啓  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

共同コンピュータホールディングス株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共同コ

ンピュータホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、共同コンピュータホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月16日 

取 締 役 会 御中 

永昌監査法人   

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

共同コンピュータホールディングス株式会社 

  

  

  

  

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共同コンピ

ュータホールディングス株式会社(旧社名共同コンピュータ株式会社)の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの

第38期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査

手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、共同コンピュータホールディングス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月21日 

取 締 役 会 御中 

千代田国際公認会計士共同事務所   

公認会計士  小  島     昇  ㊞ 

公認会計士  高  橋  達  夫  ㊞ 

公認会計士  大  橋  啓  吾  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

共同コンピュータホールディングス株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている共同コ

ンピュータホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第39期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、共同コンピュータホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年12月16日 

取 締 役 会 御中 

永昌監査法人   

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  松  田  俊  雄  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  日 出 夫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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